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北海道における失業・不安定就業問題（Ⅰ)

建設業で働く季節労働者

川 村 雅 則

Ⅰ．は じ め に

不安定な就業・生活を強いられる人々が増

えている。格差社会をめぐる議論は，貧困を

めぐる議論へと歩を進めつつあるように思わ

れる。筆者も，そうした議論に資料的な貢献

をしたい。本稿を皮切りに，彼ら（彼女らを

含む，以下，同様）の仕事や生活あるいは健

康の実態について，報告していく。第一報と

なる本稿では，建設業で働く季節労働者をと

りあげる。

まず本稿では，先行研究にならって，北海

道における失業・不安定就業 の規模を政府

統計で概観した後，建設政策研究所北海道セ

ンター（以下，「建政研北海道センター」)

が，同センターのメンバーでもある全日本建

設交運一般労働組合北海道本部（略称，建交

労道本部）からの委託で実施した，季節労働

者を対象とした二つの調査結果を報告する 。

Ⅱ．政府統計にみる北海道の失業・

不安定就業，季節労働

図２－１は，総務省「労働力調査」（以下，

「労調」）から作成した完全失業率と労働力人

口比率の推移である。どの時期においても，
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図２－１ 北海道及び全国の完全失業率及び労働力人口比率の推移

出所：総務省「労働力調査」より作成（平成11年より以前の北海道データは同省から提供されたプリントアウト
データ）。
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表２－１ 「就業構造基本調査」

1974 1977 1979
総数 男性 女性 総数 男性 女性 総数 男性 女性

失業者 1．無業者の就業希
望者

486 78 408 522 82 440 547 86 461

⑴求職者 167 38 129 189 47 142 211 45 166(顕在的)
潜在的失業者
の性格を持つ

⑵非求職者 319 40 279 333 35 298 336 41 295

2．不安定雇用形態
(全産業)

224 101 123 257 106 151 323 132 191

半失業 ⑴臨時雇 172 78 94 172 64 108 210 77 133
⑵日雇 43 23 20 76 42 34 102 55 47
⑶内職者 9 0 9 9 0 9 11 0 11

不
安
定
雇
用
の
諸
指
標

3．短時間就業者
(全産業・就業者)

428 199 229 477 215 262 502 211 290

北
海
道

部分失
業

⑴年間200日以
上週35時間
未満

86 36 50 78 22 56 96 24 71

⑵年間200日未
満

342 163 179 399 193 206 406 187 219

失業不安定就業者の総計（1＋3） 914 277 637 999 297 702 1049 297 751

労働力人口（全産業） 2360 1580 780 2370 1570 800 2470 1640 830

失業不
安定就
業者率
(対労働
力人口
比)

失業者不安定就業者率 38.7 17.5 81.7 42.2 18.9 87.8 42.5 18.1 90.5
うち無業者の就業希望者 20.6 4.9 52.3 22.0 5.2 55.0 22.1 5.2 55.5
うち求職者率 7.1 2.4 16.5 8.0 3.0 17.8 8.5 2.7 20.0
うち非求職者率 13.5 2.5 35.8 14.1 2.2 37.3 13.6 2.5 35.5

うち短時間就業者率 18.1 12.6 29.4 20.1 13.7 32.8 20.3 12.9 34.9
うち年間200日以上週
35時間未満率

3.6 2.3 6.4 3.3 1.4 7.0 3.9 1.5 8.6

うち年間200日未満率 14.5 10.3 22.9 16.8 12.3 25.8 16.4 11.4 26.4

失業者 1．無業者の就業希
望者

9217 1460 7757 10698 2006 8692 10353 1829 8524

⑴求職者 3506 766 2740 4090 1096 2995 4127 1032 3095（顕在的）
潜在的失業者
の性格を持つ

⑵非求職者 5710 692 5018 6608 910 5697 6226 797 5429

2．不安定雇用形態
(全産業)

3524 1326 2199 4444 1556 2888 5309 1748 3562

半失業 ⑴臨時雇 1910 743 1167 2205 705 1500 2732 820 1912
⑵日雇 901 550 352 1470 831 639 1639 901 738

不
安
定
雇
用
の
諸
指
標

⑶内職者 713 33 680 769 20 749 938 27 912

3．短時間就業者
（全産業・就業者）

9333 3796 5537 10179 4019 6161 10826 4083 6743

全
国

部分失
業

⑴年間200日以
上週35時間
未満

2171 830 1341 1812 564 1249 2210 623 1587

⑵年間200日未
満

7162 2966 4196 8367 3455 4912 8616 3460 5156

失業不安定就業者の総計（1＋3） 18550 5256 13294 20877 6025 14853 21179 5912 15267

労働力人口（全産業） 53100 33110 19990 54520 33810 20700 55960 34370 21600

失業不
安定就
業者率
（対労働
力人口
比）

失業者不安定就業者率 34.9 15.9 66.5 38.3 17.8 71.8 37.8 17.2 70.7
うち無業者の就業希望者 17.4 4.4 38.8 19.6 5.9 42.0 18.5 5.3 39.5
うち求職者率 6.6 2.3 13.7 7.5 3.2 14.5 7.4 3.0 14.3
うち非求職者率 10.8 2.1 25.1 12.1 2.7 27.5 11.1 2.3 25.1

うち短時間就業者率 17.6 11.5 27.7 18.7 11.9 29.8 19.3 11.9 31.2
うち年間200日以上週
35時間未満率

4.1 2.5 6.7 3.3 1.7 6.0 3.9 1.8 7.3

うち年間200日未満率 13.5 9.0 21.0 15.3 10.2 23.7 15.4 10.1 23.9

出所：総務省「就業構造基本調査」より作成。但し，労働力人口のみ同省「労働力調査」より。岩井（2000）に

ならって作成。
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北海道における失業・不安定就業問題（Ⅰ)(川村)

にみる北海道及び全国の失業構造 単位：千人，％

1982 1987 1992 1997 2002
総数 男性 女性 総数 男性 女性 総数 男性 女性 総数 男性 女性 総数 男性 女性

532 104 428 576 149 427 472 114 358 529 151 378 551 187 363

210 61 150 251 86 164 177 52 125 246 91 156 250 109 141
322 43 278 325 63 263 295 62 233 283 60 222 301 78 222

375 132 243 348 130 219 － － － － － － － － －

273 89 184 260 84 177 － － － － － － － － －
92 43 49 88 46 42 － － － － － － － － －
10 0 10 － － － － － － － － － － － －

587 242 356 594 230 364 680 241 438 769 264 505 835 287 549

106 33 84 127 25 102 188 40 147 225 40 185 247 45 202

481 209 272 467 205 262 492 201 291 544 224 320 588 242 347

1119 346 784 1170 379 791 1152 355 796 1298 415 883 1386 474 912

2570 1660 910 2630 1630 1000 2780 1660 1120 2890 1720 1180 2840 1680 1160

43.5 20.8 86.2 44.5 23.3 79.1 41.4 21.4 71.1 44.9 24.1 74.8 48.8 28.2 78.6
20.7 6.3 47.0 21.9 9.1 42.7 17.0 6.9 32.0 18.3 8.8 32.0 19.4 11.1 31.3
8.2 3.7 16.5 9.5 5.3 16.4 6.4 3.1 11.2 8.5 5.3 13.2 8.8 6.5 12.2
12.5 2.6 30.5 12.4 3.9 26.3 10.6 3.7 20.8 9.8 3.5 18.8 10.6 4.6 19.1
22.8 14.6 39.1 22.6 14.1 36.4 24.5 14.5 39.1 26.6 15.3 42.8 29.4 17.1 47.3
4.1 2.0 9.2 4.8 1.5 10.2 6.8 2.4 13.1 7.8 2.3 15.7 8.7 2.7 17.4

18.7 12.6 29.9 17.8 12.6 26.2 17.7 12.1 26.0 18.8 13.0 27.1 20.7 14.4 29.9

10103 2037 8066 10661 2655 8006 9540 2392 7148 11333 3351 7982 12590 4436 8155

4196 1210 2987 4531 1562 2969 3832 1252 2580 5271 1977 3294 5952 2578 3374
5905 826 5079 6127 1092 5036 5701 1138 4564 6044 1364 4679 6620 1849 4772

5958 1711 4246 6453 1881 4573 6707 2019 4689 7061 2233 4828 8185 2724 5460

3335 904 2430 4114 1155 2959 4401 1303 3098 5034 1515 3519 6286 1937 4348
1551 781 770 1414 698 716 1489 681 809 1452 691 761 1570 766 804
1072 26 1046 925 28 898 817 35 782 575 27 548 329 21 308

12412 4524 7888 13162 4727 8435 16063 5654 10409 17655 6212 11444 19250 7005 12245

2797 728 2069 3202 714 2488 4216 981 3235 4745 1047 3698 5270 1208 4062

9615 3796 5819 9960 4013 5947 11847 4673 7174 12910 5165 7746 13980 5797 8183

22515 6561 15954 23823 7382 16441 25603 8046 17557 28988 9563 19426 31840 11441 20400

57740 35220 22520 60840 36550 24290 65780 38990 26790 67870 40270 27600 66890 39560 27330

39.0 18.6 70.8 39.2 20.2 67.7 38.9 20.6 65.5 42.7 23.7 70.4 47.6 28.9 74.6
17.5 5.8 35.8 17.5 7.3 33.0 14.5 6.1 26.7 16.7 8.3 28.9 18.8 11.2 29.8
7.3 3.4 13.3 7.4 4.3 12.2 5.8 3.2 9.6 7.8 4.9 11.9 8.9 6.5 12.3
10.2 2.3 22.6 10.1 3.0 20.7 8.7 2.9 17.0 8.9 3.4 17.0 9.9 4.7 17.5
21.5 12.8 35.0 21.6 12.9 34.7 24.4 14.5 38.9 26.0 15.4 41.5 28.8 17.7 44.8
4.8 2.1 9.2 5.3 2.0 10.2 6.4 2.5 12.1 7.0 2.6 13.4 7.9 3.1 14.9

16.7 10.8 25.8 16.4 11.0 24.5 18.0 12.0 26.8 19.0 12.8 28.1 20.9 14.7 29.9
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全国に比べて，北海道の失業率は高いまま推

移し，逆に，労働力人口の比率は低いまま推

移してきたことがわかる。北海道の2006年

の失業率は5.6％（人数にして15万人）で，

労働力人口比率は56.9％である（全国はそ

れぞれ4.1％，60.4％）

ところで，失業の規模は，一般的には上の

「労調」によって示される。しかしながら，

「労調」が定義する失業（完全失業）の要件

を満たすのは厳しい。とりわけ，調査期間で

ある一週間に働 か な かった か ど う か

（Actual status）で失業者かどうかが判断さ

れてしまう点は，現実にそぐわない。それに

対して，総務省「就業構造基本調査」（以下，

「就調」）は，５年に１度の頻度で行われる調

査であるために失業の動向をリアルタイムで

把握できないという欠点はあるものの，ふだ

んの状態（Usual status）で失業者かどうか

が判断されるので，より実態に即したものと

いえる。

そこで，岩井（2000）にならって，「就調」

を使って全国と北海道の失業構造をまとめた

のが前頁の表２－１である。そのうち，北海

道の失業・不安定就業者の規模を男女別に示

したのが次頁の図２－２で，その比率（対労

働力人口比）を全国と比較したのが図２－３

である。

表２－１のとおり，「就調」の最新の値で

ある2002年時点で，北海道には失業者（無

業の就業希望者）が，「男性」で18万７千人，

「女性」で36万３千人存在する。そのうち求

職者（つまり「労調」でいう完全失業者に近

い存在）だけに限っても，それぞれ10万９

千人，14万１千人に及ぶ。対労働力人口比

で，6.5％，12.2％である。また，全国との

比較が可能な「短時間就業者」を不安定就業

者とみなして，その規模をみると，「男性」

では28万７千人，「女性」では54万９千人

に及ぶ。対労働力人口比で，それぞれ

17.1％，47.3％である。なお，「男性」では，

「短時間就業者」のほとんど（84.3％）が

「年間200日未満」就業者であるのに対して，

女性は，その値は６割強（63.2％）にとどま

り，残りは「年間200日以上週35時間未満」

就業者である。

ところで，同様の分析作業（但しデータは

1997年分まで）をすでに詳細に行っている

椎名（2002）は，全国と比較した北海道の

70年代から80年代の失業構造の特徴を次の

ように述べている。すなわち，「現役安定的

就業者層との関係で失業・不安定就業者層の

より分厚い構成にあること，失業・不安定就

業者内部の男性の比重が相対的に高いこと，

そして顕在的失業者のウエイトの差はわずか

だが，潜在的失業者の部分，すなわち女性の

無業で就業希望の非求職者と男性で年間200

日未満の不安定就業者層で相対的にウエイト

が高いこと」である。

北海道におけるこの分厚い失業・不安定就

業者には多様な形態が含まれているが，とり

わけ北海道的な特徴を有しているのが，歴史

的に形成されてきた公共事業依存型の産業構

造に動員され続け，かつ，積雪寒冷地ゆえに

冬期には失業を余儀なくされてきた，建設業

で働く季節労働者ということになろう 。

さて，後にみるとおり，北海道の季節労働

者の多くは建設産業で働いているが，その建

設産業はいま，国や自治体財政の逼迫などを

主たる背景に，急激な公共事業「改革」の荒

波にさらされている。歴史的に公共事業依存

型の産業構造がつくられてきた北海道 では，

「改革」の影響は甚大である。ピーク時には

4.8兆円に達した建設投資総額（出来高ベー

ス）は，いまや2.7兆円にまで減少している

（次々頁の図２－４）。とりわけ公共工事分は，

2.9兆円から1.5兆円とピーク時の約半分に

まで減少している。

結果として，北海道の建設労働市場は急激

に縮小している。「労調」で確認したところ

（図２－５），北海道の就業者数（非農林業）
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図２－３ 男女別にみた北海道及び全国の失業・不安定就業者率（対労働力人口比）の推移

出所：表２－１に同じ。

図２－２ 男女別にみた北海道の失業・不安定就業者の推移

出所：表２－１に同じ。
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が261万人とピークを迎えた1997年に，建

設産業就業者数も35万人とピークを迎えた

が，現在は（2006年時には増加したものの）

10万人近くもその数を減らしている 。建設

産業のこうした再編・淘汰は，季節労働者に

いかなる影響を与えているだろうか。

北海道労働局の統計によれば（図２－６），

北海道の季節労働者数は，ピーク時である昭

和55年度の30万人から一貫して減少してき

た。もっとも，ピーク時の３分の１強とはい

え，その数はいまなお，12.6万人に及ぶ 。

そのうち，業種別にみた最大勢力が，本稿で

みる建設産業の季節労働者で，その数は7.7

万人と季節労働者全体の61.1％を占めてい

図２－４ 民間／公共別にみた北海道における建設投資総額（出来高ベース）の推移

資料出所：国土交通省総合政策局情報管理部建設調査統計課。
出所：北海道建設年鑑。

図２－５ 「労働力調査」にみる北海道の建設労働市場

出所：図２－１に同じ。
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る。但し，これらの数値は，正確に言えば，

短期雇用特例被保険者の人数であり，雇用保

険の受給資格が得られなかったもの，言い換

えれば，就労日数が一定の日数に達しなかっ

たものは含まれていないことには注意が必要

である（後述）。

さて，こうした厳しい状況にさらに追い討

ちをかけるような，季節雇用に関連する制度

の改変が行われた。具体的には，上記の10

万人を超える季節労働者の生活を不十分なが

らも支えてきた，特例一時金の２割削減（50

日分が40日分に減額。この措置は平成19年

度から実施され，最終的には４割の削減，つ

まり30日分への減額が検討されている）と

冬期技能講習助成給付金制度の廃止である 。

かかる制度の改変の中で，季節労働者の貧困

という問題が一層潜在化して，ますます見
﹅
え
﹅

づ
﹅
ら
﹅
く
﹅
なるおそれがある。

問題の解決のためには，実態把握こそがま

ずは不可欠である。そうした問題意識で我々

が行った二つの調査結果を以下ではみていく。

まず，2006年度に冬期技能講習会場にお

いて，受講者である季節労働者を対象に行わ

れた，主として労働条件に関する調査の結果

を で報告する（以下，「2006年度調査」) 。

ところで，技能講習を受講しているという

ことは，一定の就労機会を確保し得たという

ことを意味する。言い換えれば，季節労働者

全体の中でも，就労の機会が相対的に良好な

層といえる。統計から漏れた季節労働者も把

握する必要がある。

また，現役引退後の生活は，現役時代の処

遇（賃金水準）が反映される公的年金によっ

て支えられることを鑑みるならば，季節労働

者の生活は，現役時代もさることながら，現

役後においても，厳しいことが推測される。

現役後も含め，彼らの実態を明らかにする必

要がある。2007年度に，かつて講習を受講

した経験がある者も対象に含めて郵送方式で

調査（以下，「2007年度調査」）を行ったの

は，そういう問題意識にもとづいている。こ

の調査結果を で報告する（それぞれの調査

の方法や内容は注釈を参照）。

なお本文の記述等に関わることだが，第一

に，調査結果の詳細（単純集計及びクロス集

計）は資料 （ －１～ －６）に，各調査

図２－６ 北海道の季節労働者（短期雇用特例被保険者数）の推移

出所：北海道労働局『季節労働者の推移と現況』より作成。
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で用いた調査票は資料 （ －１及び －

２）に，それぞれまとめたので参照されたい。

第二に，スペースの都合上，図表中の文言は

一部省略しているものもある。正確な文言は，

調査票などを参照されたい。第三に，本稿で

は，不明の分は除いて計算をしているので，

各項目の合計人数は一致しない。

Ⅲ．「2006年度調査」の結果

１．回答者の属性，職種等

「2006年度調査」の有効回答者数は1,850

人である。

回答者全体の７割（68.6％）が「男性」で，

年齢は，男女ともに高齢に傾斜している（図

３－１）。すなわち，「男性」では，５分の１

強（21.2％）が，「女性」では３分の１強

（34.3％）が，それぞれ「60歳以上」である

（2004年度以降，講習制度の対象から65歳

を超える季節労働者が除かれたため，年齢の

最高は65歳である）。もっともその一方で，

若年層も少なくない。彼らの今日の厳しい雇

用情勢を反映した結果といえよう。

回答者の職種については，「男性」では，

「普通作業員」（32.8％），「大工」（13.9％），

「塗装工」（10.3％）が１割を超えて多く，

「女性」では，「普通作業員」（26.0％）を除

くと，建設産業以外の季節労働者が多い。具

体的には，「農業労働」（33.7％）や「林業」

（11.6％）などである。

２．労働条件，賃金等

１）就労日数，休日，賃金等

第一に就労期間に関する結果だが，短期特

例一時金の受給資格の関係上，仕事が確保で

きるかどうかは季節労働者にとって，文字通

り，死活問題といえる。図３－２の左は，就

労を開始しているものを月ごとに積み上げて

いったものである（言い換えれば，残りはそ

の時期に就労を開始できていないものであ

る）。「４月」の時点で就労を開始できている

ものは男女ともに６割にとどまる。この後，

図３－１ 回答者の年齢（男女計)

注：60歳以上は，65歳まで。

図３－２ 男女別にみた就労を開始した月及び終了した月（積み上げ)
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「５月」になってもなお仕事が開始できてい

ないものも，１割ほど存在する（「60歳以

上」の男性では２割）。

なお同図の右に示されるとおり，就労の終

了時期については，「男性」では「12月」に

回答が集中し（79.7％），農林業の作業従事

者が多い「女性」では，「11月」と「12月」

に集中している（42.2％，37.2％）。

回答者の就労日数の増減（対前年比）は

（図３－３），横ばい（「だいたい同じだっ

た」）が最多だが，「減った」も全体の３分の

１を占めている 。

関連して，日数が「減った」群の昨年の就

労期間 は，短い期間に傾斜している（図

３－４）。「男性」では全体の４分の１が，

「女性」では同じく４割が，それぞれ「８ヶ

月未満」である。特例一時金の受給資格を喪

失して統計上からは消えていく季節労働者の

存在が示唆される。

第二に労働時間だが，建設産業における季

節労働者は，季節的に失業を余儀なくされる

存在ではあるが，パートタイム労働者ではな

く，いわゆるフルタイムの労働者である。

「男性」では４割（40.2％）が，「女性」でも

２割弱（17.9％）が，それぞれ１日９時間以

上働いていたと回答している。とくに若い年

齢層では長時間労働の割合が大きく，例えば

「男性」「30歳未満」では，10時間以上が３

割弱（27.1％）を占める。

毎週の休日も多くはない（図３－５）。「完

図３－３ 就労日数の増減（対前年比)

図３－４ 男女別・就労期間の増減別にみた就労期間

図３－５ 休日の状況
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全週休２日制（毎週日曜日と土曜日が全部）」

はわずか4.0％で，隔週の週休２日制（「毎

週日曜日と土曜日が月２回」）を含めてもそ

の値は16.8％にとどまる。最多は，「毎週日

曜日のみ」（60.0％）で「男性」に限ると

68.4％である。なお，６ヶ月以上の継続雇用

で発生する有給休暇の取得状況は低い 。

第三に，こうした長時間労働にも関わらず

賃金（基本日額 ）は低い（図３－６）。男

女計の平均値は8,761円である。「女性」に

限ると，全体の４割が６千円未満という低水

準にとどまる。また，平均値でかろうじて１

万円弱になる「男性」も，いわゆる年功制賃

金のような，加齢に伴う賃金カーブはほとん

どみられず，「40歳代」の10,118円で頭打

ち状態である。なお，本文中には示していな

いが（資料 －３を参照），職種別に基本日

額をみると（男女計），最も額の高いのは，

回答者の約１割を占める「大工」（12,006

円）であり，回答者の中で最大のグループ

だった「普通作業員」は8,541円にとどまる。

年間の賃金収入（以下，年収）も低い（図

３－７）。「男性」では５割が，「女性」では

ほぼ全員が，それぞれ年収「200万円未満」

である。「男性」に限っても，「200万円未

満」層がどの年齢層でも分厚く存在している。

「30歳未満」や「60歳以上」では６割にも及

び，最 も 少 な い「40歳 代」で も ４ 割

（41.5％）に及ぶ。

２）季節労働者の権利侵害

季節労働者の不利は休みの少なさや賃金の

低さだけではない。雇入れ通知書の受領状況，

建設業退職金共済制度及び林業退職金共済制

度（以下，「建退共等」と一括）の加入状況，

労災発生時の処理状況など多岐にわたる。順

にみていこう。

第一に，労働基準法によって（建設労働者

の場合には，建設雇用改善法も），使用者は，

労働者と労働契約を結ぶ際，労働条件を明示

することが義務付けられている。具体的には，

それは，雇入れ通知書で行われるのが適切で

ある。建設業で働く季節労働者においてもそ

れは同様である。

だが，その雇入れ通知書をもらっているも

のは44.1％にとどまる（次頁の図３－８）。

「男性」に限ると40.8％とさらに低くなる上

に，若い年齢層ほど，「もらった」という回

答は低く，「わからない」という回答が多く

なる（例えば「30歳未満」では「もらった」

27.0％，「もらっていない」25.3％，「わから

ない」47.7％）。

第二に，建退共をめぐる問題である 。建

退共は，勤め先や工事現場が必ずしも一定し

ない建設労働者の働き方にあわせてつくられ

たものであり，建設産業で働く限りにおいて

掛け金を掛け続けることのできるすぐれた制

度である。

ところが，「建退共等」に加入している

図３－６ 男女別にみた賃金・基本日額
図３－７ 男女別にみた年間賃金収入
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ケースは，男女ともに４割強にとどまる（図

３－９）。「独自の退職金がでる」という回答

はわずか4.1％で，残りは，「どちらにも加

入しておらず退職金がでない」（30.4％）か，

「わからない」（21.6％）という状況である。

雇入れ通知書の受領状況と同じく，とりわけ

「男性」の若い年齢層で，この「わからない」

という回答が多い（「30歳未満」では「わか

らない」が48.9％と最多）。なお，建退共を

めぐる問題としては，あわせて，手帳の保持

状況の悪さ，手帳の中身の未確認，あるいは，

証紙の貼付状況がよくないこと（あるいは未

確認）などがあげられる 。

第三に，仕事上の被災・労災適用をめぐる

問題がある。すなわち，建設業は労働災害の

発生が多い業種の一つであるが，今回の調査

でも，まず，「仕事でケガをしたことはない」

という８割強（83.6％）の回答者以外は，仕

事上で何らかのケガを経験している（ケガの

程度は尋ねていない）。ところが，被災経験

のある246人のうち，「病院にかからずにす

ませた」という77人（31.3％）以外は，病

院で何らかの処置をしているにもかかわらず，

労災が適用されているのはわずか37人

（15.0％）に過ぎない 。会社が治療費を負

担しているケースもみられるが（49人，

19.9％），自己負担のケースも少なくない

（83人，33.7％）。季節労働者という立場の

不利，すなわち，労災を使うことで翌年の採

用の際に不利になることへのおそれもこうし

た問題の背景の一つとして考えられる。

３．公共事業従事者の労働条件・処遇など

ところで，民間工事現場に比べて，公共工

事現場で働く季節労働者の労働条件や処遇は

良好であることが期待されるが実際はどうだ

ろうか（資料 －２に調査結果の一覧をまと

めたので参照されたい）。あらかじめ結論を

述べると，総じて，相対的に良好な状況が確

認できる。

例えば，「公共事業だけで働いていた」場

合には，「建退共等」に加入しているケース

が多く，全体の４分の３（75.6％）を占める

（次頁の図３－10）。さらに，雇入れ通知書を

もらったのは６割（58.9％），完全週休２日

制と隔週週休２日制の合計が３分の１

（35.0％），有休があったのは４割（40.0％）

にまで，それぞれ改善する。もっとも，諸条

件のこうした相対的な良好さにも関わらず，

賃金には問題がみられる。この点について述

べる。

まず確認しておきたいのは，公共工事に従

図３－９ 建退共等の加入状況

図３－８ 男女別にみた雇入れ通知書の受領状況
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事する労働者の賃金単価は政府によって決め

られていることと，年々この単価が下がって

いることである（表３－１）。そのことを踏

まえて本調査で明らかになったのは，こうし

た低水準の労務単価さえも必ずしも守られて

いないこと，言い換えれば，本来支払われる

べきはずの賃金が季節労働者に渡っていない

ことである。

例えば，次頁の図３－11は，「公共事業だ

けで働いていた」「普通作業員（土木・雑

役）」74人の賃金（基本日額）の分布をみた

ものだが，平均値は8,864円にとどまり，政

府の「普通作業員」（11,500円）にも，「軽

作業員」（9,400円）にも満たない。「公共事

業のほうが多かった」「普通作業員」（130

人）をあわせて検討してみても，結果は同じ

である。低い労務単価の改善と，決定単価の

確実な支払いが求められる（詳細は資料 －

４を参照）。

表３－１ 職種別にみた公共工事設計労務単価の推移 単位：円

2006年度 2005年度 2004年度 2003年度 2002年度 2001年度 2000年度 1999年度 1998年度 1997年度

普通作業員 11,500 11,800 12,100 12,600 13,100 13,300 13,500 16,000 16,100 15,900

軽作業員 9,400 9,600 9,700 10,100 10,300 10,800 11,100 12,600 12,700 12,500

造園工 14,900 15,200 15,700 16,300 17,300 18,000 18,000 21,100 20,800 19,100

とび工 14,800 15,100 15,600 16,400 17,400 17,300 16,200 19,300 19,500 19,700

鉄筋工 13,600 13,600 14,000 14,700 15,600 15,800 16,400 19,900 20,000 21,100

鉄骨工 13,800 14,100 14,000 14,700 14,900 14,900 16,000 17,500 15,000 18,400

塗装工 14,200 14,500 14,300 14,400 15,300 16,200 16,200 19,200 18,500 18,500

運転手(特殊） 14,600 14,900 15,100 15,900 16,900 16,800 16,700 19,900 20,500 20,200

運転手(一般） 11,800 12,000 12,400 13,000 13,400 13,700 13,600 16,200 17,100 17,300

型枠工 14,200 14,500 15,000 15,800 16,800 16,700 16,300 21,500 21,700 21,700

大工 14,300 14,400 14,900 15,700 16,600 17,400 17,400 20,700 21,100 21,200

左官 15,100 14,900 14,700 15,200 16,100 16,900 17,500 19,100 20,900 20,300

配管工 15,500 15,100 15,200 16,000 16,400 17,100 17,300 20,400 19,900 20,600

サッシ工 13,800 13,900 14,100 14,200 14,400 14,400 14,800 16,200 18,200 18,600

建具工 13,800 14,100 14,500 15,200 15,500 15,500 14,900 16,900 18,600 19,200

資料出所：2000年度以降は国土交通省総合政策局労働資材対策室，それ以前は建設・農水・運輸三省協議会。
出所：北海道建設新聞社『北海道建設年鑑』各年版より。

図３－10 就労場所別にみた建退共等の加入状況（男女計)
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４．世帯の収入源，公的年金をめぐる問題等

季節労働者本人の収入の低さは確認したと

おりだが，家計を構成する世帯単位でみると

どうだろうか。

結果は，本人の収入の低さをカバーできる

余地のある世帯は多くはない（図３－12）。

たしかに，ウ通年で働いている家族がいる世

帯も全体の４分の１（26.0％，とくに「女

性」で多く41.1％）を占めるが，残りは，

家族に就労者がいても，オパート（21.1％，

「男 性」で は 25.4％）か，エ 季 節 雇 用

（14.3％，「女性」では24.8％）という，収

入水準は低いと思われるケースである。ある

いは，アそもそも同居家族がいないか，イい

ても収入はないというケースも，「男性」で

は合計で39.9％，「女性」では16.7％を，そ

れぞれ占めているのである。

さらに，現役時代の賃金水準が反映される

公的年金制度も，季節労働者の生活をカバー

するに十分なものではない 。

まず，60歳以上で年金を支給されている

ものは６割弱（「男性」56.8％，「女性」

56.0％）にとどまる。加えて注目すべきは，

支給されている年金額の水準の低さである。

すなわち，「男性（60歳以上）」の年金受給

額（月額）は，全体の４割（38.4％）が「５

万円未満」にとどまり，金額を「10万円未

満」にまでひろげると，７割（69.6％）がそ

こにおさまる。「女性」では，じつに７割

（71.1％）が５万円未満である。

そして，60歳未満の回答者の年金加入状

況をみると，全く年金を「掛けていない」か，

あるいはどの種類の保険に加入しているかが

「わからない」ものが，「男性」の，とりわけ

若い年齢層で多くみられることである（次頁

の図３－13）。

こうした社会保険制度からの漏れは，医療

保険においても，比率はわずかとはいえ，確

認される。すなわち，回答者の加入している

医療保険の種類で最多は，「国民健康保険」

（36.6％）だが，年間を通じて「無保険」と

いう回答者も1.3％みられるのである（いず

れも男性回答者）。この，いわゆる国保問題

については「2007年度調査」で詳しくみる。

図３－12 世帯員の就労収入等の有無（２つまで選択可)

図３－11 公共事業従事者（「普通作業員」）の賃金
（基本日額）
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５．今年の仕事の見通し

季節労働者の仕事の不安定さというのは，

冬に失業を余儀なくされて就労期間が限られ

るというだけではたんになく，毎年の就労機

会が保障されているわけでは必ずしもないこ

とにある。彼らの今年の仕事の見通しはどう

だろうか（図３－14）。

全体の半数は，ア昨年と同じ会社で間違い

なく働けると回答しているが（「女性」では

65.6％と３人に２人），その一方で，イそう

は思うが不安であるという回答も４割弱

（37.5％）を占め，とりわけ「男性」では，

両者は拮抗している（45.1％，41.4％）。あ

るいはカまったく見通しがつかないものも

「男性」では6.9％存在する。なお，仕事の

見通しは，若いからといって必ずしもあるわ

けではなく，カまったく見通しがつかないの

は，「30歳未満」でも9.8％，「30歳代」で

も9.2％みられる。

ところで，就労機会の縮小の傾向は，先の

就労日数の増減（図３－３）でも確認したと

おりだが，昨年の冬の過ごし方（図３－15）

からも，推測できる。すなわち，昨年の過ご

し方で最も多いのは，ア同じ企業組合の講習

を受けていたという回答（66.4％）である。

とくに女性ではその割合は８割（79.5％）に

達する。しかしながら，働いていたもの（ウ

一時金を受給しながら，あるいはオ一時金は

受給せずに）や，求職活動をしていたもの

（カ一般の失業給付を受けながら，あるいは

キ受けずに）を合計すると，「男性」では全

体の５分の１（21.7％）を占めている。年齢

別にみると「40歳代」では，働いていたも

のだけで合計19.5％に及ぶ。つまり，少な

図３－14 今年の仕事の見通し

図３－13 年齢別にみた，公的年金をかけていない等の割合（60歳未満・男性)

図３－15 昨年の冬の過ごし方
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くない層が，冬期の仕事を確保できずに，今

回の冬期技能講習制度を受講するに至ってい

ることが確認される。

Ⅳ．「2007年度調査」の結果

続いて「2007年度調査」 の結果をみてい

こう。「2006年度調査」との重複をなるべく

避けて，特徴的な点をとりあげる。冒頭に述

べたとおり，この調査は，一時金受給資格喪

失者や現役引退者も含め，ひろい意味での季

節労働者の実態を明らかにすることを目的に

していた。

もっとも，あらかじめ述べると，この調査

で把握できたのも，中心は，現役の季節労働

者で，なおかつ，一定の就労日数が確保でき

ている層だった。また，注釈にも記したとお

り，調査は，札幌圏や旭川圏という都市部を

中心に行われた。よって，事態のより厳しい

ことが予測される層や地域（郡部）の把握と

いう課題は，今後の第２次郵送調査に残され

た。

１．回答者の属性及び就業の有無など

回答者数は711人で，性別は，「男性」

84.8％，「女性」15.2％である。

年齢は，「50歳代」と「60歳代」で７割を

占めている（図４－１）。65歳超の者が対象

外となった「2006年度調査」よりも，高齢

の回答者が多く捕捉されている。

居住地は，調査票の郵送状況を反映し，

「札幌圏」47.7％，「旭川圏」24.8％，「美幌

町」14.3％で７割強を占める。

現在，働いているかどうかを尋ねた（次頁

の図４－２）。アルバイトやパートあるいは

農業（自営）も含め，かつ，定期的か不定期

（臨時的）かも問わず，何らかのかたちで

「働いている（求職中を含む）」のは，85.5％

で，「全く働いていない（求職中を含む）」の

は14.5％である。「70歳以上」でも４割強が

働いている。

２．就業の状況

２でまとめているのは，「働いている」も

のに限定して尋ねた設問の結果である。

雇用形態・就業形態等については，「掛け

持ち」で働いているものもいるので，その状

況も含めてまとめたのが表４－１である。季

節雇用で働いているものが全体の４分の３を

占めて最も多い。30，40歳代では正社員の

比率が（あくまでも相対的にだが）多くみら

れ ，逆に，高齢の層ではアルバイト等が多

い（「70歳以上」では季節雇用は28.0％）。

なお出稼ぎで働いているものが，608人中27

人みられた 。

回答者の多くは「建設業」で働いている

（81.3％）。但し女性の場合は，「建設業」の

割合は半数にとどまり（50.6％），代わって，

「農業」22.9％などの割合が高い。

職種については，「男性」では「普通作業

員」25.9％，「大 工」19.3％，「そ の 他」

13.2％が，「女 性」で は「普 通 作 業 員」

49.3％，「その他」32.4％が，それぞれ１割

を超えて多い。「2006年度調査」に比べて，

「男性」で「大工」のウェイトが高い。

さて，就労日数については，今年の１月か

ら７月までの各月の就労日数を記載しても

らった。表４－２に各月の平均値と，各月の

合計の平均値をまとめた。結果は，回答者全

体の平均値は95.5日で，年齢別にみると，

図４－１ 回答者の年齢（男女計)
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若い層あるいは壮年の層で，日数はより多い。

現在，⒜雇用保険に「加入している」のは

84.2％で，残りは，「加入していない」

14.0％，「わからない」1.8％である（60歳

以上では「加入している」が少なくなる。

「60歳代」では77.9％，「70歳以上」では

25.0％にとどまる）。今回の調査で補足でき

たのも（あくまで相対的にだが）一定の就労

日数が確保できた層といえるだろう。⒝もっ

とも，雇用保険に加入できたのが６月以降と

いう遅い時期のものが，全体の４分の１を占

めている。

一時金の受給に関して，⒜昨年の受給状況

をみると，「もらえた」が85.8％を占めてい

る。「日数が足りずもらえなかった」のは

2.9％である。但し，「その他」という回答に

も，ごく短期（不定期）に働くケースや，シ

ルバー人材センターに登録して働くケースな

ど，そもそも雇用保険の加入が見込めない

ケースが多く含まれている。⒝次に今年の一

表４－１ 雇用形態・就業形態等

雇用・就業形態等 人数 比率 兼業状況

全体 574 100.0

正社員 38 6.6 うち２人はその他（自営業の手伝い）

１人親方 12 2.1

季節雇用 441 76.8 うち２人は契約社員，１人は嘱託，１人はパートタイマー，
８人はアルバイト，１人はアルバイトと派遣，１人はアル
バイトとシルバー登録，１人は派遣，12人は農業，１人
は漁業

契約社員 9 1.6

臨時 18 3.1 うち２人はアルバイト，１人はシルバー登録

パートタイマー 12 2.1 うち１人は嘱託，１人は派遣とその他，１人はアルバイト

アルバイト 28 4.9 うち１人はシルバー登録

派遣 2 0.3

シルバー人材センターに登録 5 0.9

農業（自営） 7 1.2

その他 2 0.3

図４－２ 全体，男女別及び年齢別（男女計）にみた，働いている者の割合

― ―118 北海学園大学経済論集 第55巻第２号(2007年９月)



時金の受給予想は，「もらえそう」は58.3％

にまで低下し，代わって，「わからない」が

全体の４分の１（24.5％）を占めている。

「その他」3.6％については上記のとおりであ

る。

賃金についてみていく。⒜支払形態は「日

給月給」が８割を占める（79.8％）。⒝基本

日額は，平均値が9,710円である。但し，

「男性」では10,199円であるのに対して，

「女性」は6,722円にまで低下する。「2006

年度調査」に比べると「男性」の平均値がや

や高いのは，一つには職種構成の違い，すな

わち，今回の調査では「大工」の比率が高い

（19.3％）こと，もう一つには，賃金水準の

高い札幌圏の回答者が中心であることなどが

ある。職種別にみると（詳細は資料 －６を

参照），「普通作業員」は「2006年度調査」

と同様に8,712円という水準にとどまる

（「大工」は12,122円）。⒞年間の賃金収入は，

全体の54.1％が200万円未満である。女性

に限ると，ほとんど（94.8％）が200万円未

満に位置する。

図４－３は仕事上での問題状況（複数回答

可）を尋ねたものである。ア仕事の量が減っ

ているのとエ賃金が安いという回答が多い。

表４－２ 全体，男女別，年齢別及び居住地域別にみた就労日数（平均値) 単位：日

平均値 標準偏差

合計 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 合計 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

全体 579人 95.5 5.5 7.5 8.8 13.7 17.9 20.8 21.4 36.4 7.9 9.2 9.7 8.9 7.3 6.2 5.9

男女別 男性 499人 97.7 5.9 8.1 9.4 14.0 17.9 20.9 21.5 36.5 8.0 9.3 9.8 8.9 7.3 6.2 5.7
女性 80人 81.7 3.1 3.8 5.4 11.4 17.5 19.9 20.7 32.6 6.8 7.0 7.6 8.6 7.1 6.3 6.8

年齢別 20歳代 14人 108.5 6.9 9.3 9.8 17.3 20.4 22.4 22.5 39.9 8.8 10.3 9.7 9.2 7.2 4.9 6.0
（男女計） 30歳代 32人 105.0 5.2 8.8 11.9 15.5 19.0 22.3 22.4 38.8 7.5 9.7 10.3 8.1 7.4 4.3 4.5

40歳代 87人 115.3 7.3 10.1 12.9 18.0 20.7 23.1 23.2 33.0 8.6 9.8 10.1 7.0 5.2 4.0 4.0
50歳代 220人 97.9 5.7 7.5 8.8 13.8 18.5 21.3 22.3 31.3 8.0 9.0 9.5 8.6 6.7 5.6 4.6
60歳代 200人 86.6 4.7 6.6 7.1 11.9 16.4 19.7 20.3 35.0 7.4 8.8 9.1 9.1 7.7 6.5 6.6
70歳以上 25人 58.6 3.2 2.8 4.6 7.9 12.8 13.2 14.1 47.2 8.0 6.6 8.0 9.1 8.8 9.7 9.5

居住地域別 札幌圏 287人 96.4 5.0 7.0 8.9 14.9 18.1 20.8 21.8 33.8 7.3 8.6 9.4 8.1 6.7 5.8 5.5
旭川圏 147人 94.5 4.8 7.1 8.1 13.3 18.0 21.5 21.7 32.1 7.5 9.0 9.3 9.1 7.9 5.4 5.7
美幌町等 79人 94.6 7.8 10.2 11.4 10.5 16.3 19.0 19.5 51.6 9.3 10.6 10.9 10.1 8.3 8.4 7.8
標茶町 33人 95.1 6.2 8.0 6.4 12.5 18.5 21.6 21.9 34.2 8.7 10.4 9.2 9.1 6.7 6.0 5.0
厚岸町 21人 96.1 6.7 6.7 8.0 14.5 19.7 19.8 20.8 33.0 9.3 8.5 9.8 10.0 5.8 7.4 5.9
浜中町 9人 86.3 8.3 6.1 5.3 10.3 16.2 20.2 19.8 39.7 9.5 8.8 9.3 9.5 6.0 3.7 5.6

図４－３ 仕事上での問題状況（複数回答可)
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３．暮らし・生活の状況

現在の住まいは，「持ち家・分譲マンショ

ン」に住むものが多い（61.3％）。彼ら「持

ち家等」群に限定して尋ねた住宅ローンの支

払い状況は，半数強（55.8％）が「支払い終

えた」である。なお，これらのいずれの回答

も，高齢の層ほど割合が高くなる。

世帯構造や世帯員の就労状況は，⒜「１人

暮らし」11.1％，「２人」38.8％，「３人」

27.7％，「４人」15.5％，「５人」3.7％，「６

人以上」3.2％である。高齢の層では，（おそ

らく配偶者との）「２人」世帯が多い。

⒝「１人暮らし」を除く世帯について，世帯

員の就労状況をみたところ，「就労者なし」

は26.2％，「就労者あり」は73.8％だった。

先の「１人暮らし」とあわせると，全体の３

分の１（34.4％）が本人以外に就労収入がな

いということになる。

⒞なお，世帯の収入源（但し，本人及び世帯

員の就労収入ならびに本人の年金収入は除

く）は，「家族の年金収入」（遺族年金も含ま

れる）が21.6％みられる程度である。

本人の公的年金加入状況を尋ねた。⒜受給

状況は，「受給している」33.8％，「権利がつ

かず受給していない（この回答を選択したも

のは，次にみるとおり，権利がついていない

ゆえにまだ年金を掛けているものと，「公的

年金は一切入っていない」ものにわかれる）」

18.3％，「まだ年金をかけている」47.9％で

ある。

⒝年金の種類で注目すべきは，「公的年金は

一切入っていない」が21.2％，「わからな

い」も3.7％みられることである（図４－

４）。なお，⒜の設問で「権利がつかず受給

していない」と回答した118人のうち，23

人は，この⒝の設問で無回答である。彼らも

「公的年金は一切入っていない」可能性が高

い。

⒞年金受給者に尋ねた年間の受給額（平均

値）は，「男性」で111万円，「女性」で73

万円である。

⒟今回の調査では，民間の年金加入状況も尋

ねたが，「加入していない」がほとんど

（81.6％）だった。

年金に続いて，現在加入している医療保険

について尋ねたところ，「年間を通じて市町

村の国民健康保険」（以下，「国保加入者」

群）が51.5％で最多である。高齢の回答者

が多いという本調査の特徴が反映されている。

なお，年間を通じて無保険というケースも，

比率はわずかとはいえ（2.1％）存在する。

「その他」という回答には，後述する生活保

護受給者が含まれている。

ところで，この間の不況等を背景にして，

国保保険料を滞納する世帯が増加している。

保険料の収納の向上のために各自治体は，保

険証を短期保険証に切り替えたり，保険証を

返納させて医療窓口でいったん10割負担を

させる「資格証明書」を交付している。その

ことが，患者の受診抑制につながり，命を落

とすケースもみられる 。そこで本調査では，

「国保加入者」群を対象に，保険料の支払い

状況等に関して尋ねてみた。

結果は，⒜まず保険料の滞納状況は（図

４－５），「滞納している」が30.8％に達し

て い る（「稼 動 者」群 に 限 定 す る と，

36.3％) 。年齢別にみると，例えば「40歳

代」では44.1％，「50歳代」では52.1％に

も達している。

図４－４ 加入している公的年金の種類
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⒝回答者全体の年間の保険料額は26.7万円

で，年齢別にみると「40歳代」が35.7万円

で最も高い。

⒞また，保険証の種類は，「短期保険証」な

ど「正規保険証」以外が合計で20.9％を占

める。

⒟そして，三段階で尋ねた保険料の負担は，

「非常に厳しい」に全体の４分の３（76.6％）

が集中した。

さて，回答者のほとんど（93.5％）が生活

上の不安を抱えている。不安の内容は（図

４－６），ア生活費やコ老後の生活設計がそ

れぞれ全体の３分の２前後を占める。このア

生活費に対する不安は30，40歳代でとくに

多く（81.3％，76.2％），また，この年齢層

では，イ失業・廃業，倒産等の不安も半数に

達している（50.0％，56.0％）。

本調査では，生活保護についても尋ねた。

⒜まず現在の受給状況は，「現在受けている」

のが９人（1.4％）みられた。「過去に受けた

経験がある」のも含めると，全体の５％弱が

該当する。

図４－６ 生活上の不安（複数回答可)

図４－５ 全体，男女別，稼動状態別及び年齢別（男女計）にみた保険料滞納者
ならびに正規の保険証以外の割合（「国保加入者」群）
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⒝「現在受けている」ものも含めて生活保護

の受給希望を尋ねた（彼らは全員が「希望し

ている」を選択）ところ（図４－７），「希望

している」 が13.6％を占めた。「稼動者」

群よりも「非稼動者」群（あるいは高齢者）

で希望者が多くみられる。

最後に，現在の暮らしの状況を「大変苦し

い」から「大変ゆとりがある」までの五段階

に分けて尋ねたところ，回答は「苦しい（大

変，やや）」に集中しており，「大変苦しい」

が39.5％，「やや苦しい」が40.7％を占める。

30，40歳代では「大変苦しい」が５割に達

している。

４．健康状態

建設産業で働く労働者は危険な場所で作業

をしたり粉じんに暴露されるなど作業環境は

よくない。加えて，有機溶剤など危険・有害

物質を使ったり振動工具などの作業機械を使

うことも少なくない。職業性関連疾患に罹患

する危険性の高い職種の一つといえよう。

そこで本調査では，厚労省の調査 と同じ

設問を用いて，「現在の健康状態」「普段の仕

事での疲れの程度」「持病の有無及び種類」

について調べ，同省の調査結果と比較して，

統計的な有意差の有無を検討してみた。厚労

省調査は現役労働者が対象なので，本調査に

ついても，稼動している季節労働者に限定す

る。また，比較分析は年齢別に行うため，例

数の多い「40歳代」～「60歳代」の男性に限

定した（但し，厚労省調査では「60歳以

上」）。

結果は，第一に，「現在の健康状態」にお

いて，「やや不調である」と「非常に不調で

ある」をあわせた「不調」群の割合は，どの

年齢でも季節労働者で多かった（表４－４）。

「50歳代」と「60歳代」ではそれぞれ全体の

３分の１前後を占め，統計的にも有意な差が

みられた。

第二に，「普段の仕事での疲れの程度」に

おいては，どの年齢においても，「とても疲

れる」の割合が２倍から３倍に及び，統計的

に有意な差が確認された。

続いて，持病（ここでは「医師から診断さ

れたもの」）について（表４－５），まずはそ

の有無をみたところ，どの年齢層でも，厚労

省の調査結果よりも有病率が高く，統計的な

有意差も確認された。また，持病の特徴とし

ては，どの年齢層でも「腰痛」の比率が高い

ことがあげられる。

最後に，建設産業で働くものにみられる職

業性関連疾患（じん肺，難聴，振動障害な

図４－７ 全体，稼働状況別及び年齢別に尋ねた生活保護受給希望あり

― ―122 北海学園大学経済論集 第55巻第２号(2007年９月)



ど）を疑わせる自覚症状の有無について尋ね

た（但し今回の調査では，各症状を訴えるも

のがどの程度みられるのかを把握するにとど

めている。よって，振動工具の使用状況や就

業経験年数，あるいは，呼吸器に影響を与え

る喫煙の有無などは尋ねていない）。

結果は次頁の図４－８のとおりで，どの症

状においても，一定の割合で「いつもある」

群がみられる。手や腕あるいはヒジなどの症

状（ク，ケ，コ）でも１割前後に達する。ま

た，各症状の「いつもある」の個数を足し合

わせてみた。結果は，約６割の回答者にはひ

とつも症状がみられなかったが，２割の回答

者には２個以上，１割の回答者には３個以上

の症状がみられた。詳細な把握が今後の課題

である。

表４－４ 年齢別にみた現在の健康状態及び普段の仕事での身体の疲れの程度
（厚労省調査結果との比較） 単位：％

40歳代 50歳代 60歳代※

季節
労働
者計

季節
労働
者計

季節
労働
者計

現在の健
康状態

非常に健康である 11.5 6.8 5.7 4.7 1.2 15.2
まあ健康である 59.0 68.1 50.5 72.0 52.7 70.7
やや不調である 20.5 19.0 31.8 14.0 27.2 8.9

非常に不調である 3.8 1.8 3.1 1.3 4.7 1.2

健康であるとも不調である
ともいえない

5.1 3.7 8.9 5.3 14.2 2.1

不調群（やや＋非常に） 24.3 20.8 34.9 15.3 31.9 10.1

普段の仕
事での身
体の疲れ
の程度

とても疲れる 33.3 15.0 18.9 8.3 22.8 6.5

やや疲れる 55.1 62.1 74.2 60.5 61.4 43.9
あまり疲れない 7.7 20.4 5.8 27.1 8.2 39.1
まったく疲れない 0.5 2.0 1.2 5.7
どちらともいえない 3.8 2.0 1.1 2.1 6.4 4.9

p＜0.05
注１：本調査回答者（季節労働者）と，労働者計との差の正規分布検定を行った。
注２：労働者計のデータは，厚生労働省「平成14年 労働者健康状況調査」結果より。
注３：※は厚労省調査では「60歳以上」。

表４－５ 年齢別にみた持病の有無及び種類
（厚労省調査結果との比較） 単位：％

40歳代 50歳代 60歳代※

季節
労働
者計

季節
労働
者計

季節
労働
者計

持病がある 46.7 35.2 58.4 48.2 66.9 50.3

持病がない 53.3 64.8 41.6 51.8 33.1 49.7

ア胃腸病 5.4 7.1 5.3 8.0 10.2 5.8

イ高血圧 10.8 6.9 20.6 16.1 27.5 24.3

ウ高脂血症 1.4 4.8 7.4 7.3 8.4 8.5

エ肝臓病 2.7 3.6 4.8 4.1 3.6 1.6

オ心臓病 4.1 0.6 4.2 3.2 8.4 3.4

カ糖尿病 5.4 4.5 10.6 8.5 12.0 9.4

キ腰痛 16.2 8.0 25.9 12.0 28.1 11.6

p＜0.05
注：表４－４に同じ。
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５．非稼動者及び生活保護受給希望者

冬期技能講習受講者だけを対象としてきた

これまでの調査と異なり，今回の調査は，非

稼動者（もと季節労働者）も対象にしたもの

だった。そこで，以下では，「非稼動者」群

（103人）の特徴をみてみる。あわせて，生

活保護の受給を希望している者（「生保受給

希望者」群72人，現在受給している者は除

く）についても，特徴をとりあげてみた。

１）非稼動者の特徴

まず「非稼動者」群についてみると，全体

よりもさらに高齢者が多い（平均値65.7

歳）。よって以下の諸特徴は高齢の回答者層

のそれと重なる。

すなわち，住まいは「持ち家等」が全体の

４分の３（75.0％）を占める。

世帯の人数で，「１人暮らし」の割合が１

割強なのは「稼動者」群とほぼ同じだが，

「２人」が半数弱（47.9％）と約10ポイント

高い。また，世帯に就業者がいるものは，６

割（61.2％）にとどまる。なお世帯の収入源

としては，「家族の年 金 収 入」が 多 い

（43.8％）。

公的年金を受給しているものが７割

（70.7％）を占めるが，「非受給者」群の４分

の１（23.8％）は「公的年金は一切入ってい

ない」。また，医療保険は全体の４分の３

（74.2％）が「国保」に加入し，保険料の支

払状況も良好である（「滞納している」は

8.1％）。しかしながら，人数はわずかだが，

「年間を通じて無保険」が4.3％みられる。

生活上の不安に関する特徴は，ケ医療費

47.3％，サ介護問題37.6％が全体に比べて，

それぞれ10ポイント以上高いことである。

とりわけ前者については，高齢者層の回答状

況に比べても多い（但し，ク自分や家族の健

康に対する不安は，多くはない）。また，「現

在の健康状態」でも，「非常に不調である」

が２割（19.8％）を占めて，高齢の層に比べ

ても多い。そして最後に，生活保護を現在受

けているものが４人おり，「希望している」

ものは２割（21.8％）を占める。

以上をまとめると，「稼動者」群に比べる

と「非稼動者」群は，持ち家比率が高く，年

金収入が（低水準とはいえ）あるものの，本

人の就業収入がなく，健康上の不安を抱えて

いる（実際，健康状態はよくないものが多

い）こともあり，生活保護の受給を希望する

ものが多い。

図４－８ 職業性関連疾患を疑わせる自覚症状の有無
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２）生活保護受給希望者の特徴

彼らの年齢は回答者全体に比べてやや高く

（平均値61.8歳），また，「働いている」のは

全体の ７ 割（73.6％）で，回 答 者 全 体

（84.1％）に比べて10ポイントほど低い。

彼らのうち稼動者についてみると，⒜就労

日数の平均値は79日で，女性の値よりも少

ない。受給を希望する「60歳代」32人に限

定してみても，74日にとどまる（「60歳代」

全体では87日）。

⒝昨年は回答者の８割（83.3％）が一時金を

受給しているが，今年は「もらえそう」が

42.6％にまで下がり，代わって，「もらえな

さそう」22.2％，「わからない」25.9％が多

い。

⒞賃金水準もやや低く，平均値は8,975円で

ある。年間収入が200万円未満の割合も８割

（78.6％）にまで増加する。

生活関連では，⒜まず世帯構造が，回答者

全体に比べると「１人暮らし」が多いことが

特徴である（22.2％）。

⒝年金については，受給者の受給金額が90

万円と回答者全体（106万円）に比べて低い

こと，また非受給者において「公的年金は一

切入っていない」が半数（51.5％）に及ぶこ

とが特徴である（無回答者の中にも未加入者

がいる可能性については先述のとおり）。

⒞生活の不安は，全員が「ある」と回答し，

内容については，「生活費」が回答者全体の

値を10ポイント以上上回っている。

⒟暮らしの状況は，「大変苦しい」が７割を

超えている（73.6％）。

健康に関しては，⒜「現在の健康状態」で，

不調の割合が高く（「やや」36.6％，「非常

に」14.1％），⒝「仕事による疲れ」で，「と

ても疲れる」が４割弱を占めている。つまり，

健康面において就労が困難な層が少なからず

含まれると思われる。各自覚症状が「いつも

ある」の個数も多い（０個は37.7％）。

身体の調子を悪くして十分に働くことがで

きないために賃金収入は減ってしまい，さり

とて，年金には加入していないか加入してい

ても十分な給付額ではないために家計が困難

に陥っている状況が示唆される。

Ⅴ．まとめに代えて

建設業で働く（かつて働いていたものも含

む）季節労働者の仕事や生活あるいは健康に

ついてみてきた。

統計上からは漏れた季節労働者も含め幅広

い実態把握を目指した今回の調査の目的が十

分に達成し得たとはいえないものの，公共事

業「改革」が進む中での彼らの仕事や生活の

厳しさを一定程度明らかにすることには成功

したといえよう（資料 の自由回答も参照）。

すなわち，就労機会が少ない（減少してい

る）ことや，収入水準が著しく低く，働き盛

りの層も含めその多くが年間の賃金収入が

「200万円未満」という水準に位置している

こと。また，世帯の収入源で本人の就労収入

しかない世帯も少なくなかった。

さらに，公的年金保険や医療保険をめぐる

問題が確認された。すなわち，国民健康保険

や国民年金は，保険料が高い一方でサービス

給付の内容が低い点はさておき，そもそもそ

れらの制度に加入さえできない層が一定程度

存在すること（将来的に，制度から漏れる可

能性が高いものまで含めるとその割合はさら

に大きくなる）である。

あるいは，「2007年度調査」の最後でみた

とおり，身体を壊して十分に働くことができ

なくなった層が生活の危機に直面しているこ

となどである。

高齢であったり病気を持っているなどして

働けない層への生活保障，すなわち，医療や

年金保険制度の改革や，生活保護制度の改革

（受給しやすく，かつ，離脱しやすい制度へ

の改革）が必要である。むろんそれらは，季

節労働者に限ったことではなく，増大するわ
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が国の低所得者一般への政策課題でもある。

また，「冬も働きたい」という声に象徴さ

れる，働く意思のある（働くことが可能な）

層に対する，就労機会の確保が重要な課題

である。建設業で働く季節労働者に限定して

いえば，それは，公共事業改革を視野に入れ

る必要がある。この点について少しふれてお

く 。

すなわち，無用のインフラ整備・環境破

壊・国や自治体の財政悪化の深刻化・談合な

どに象徴される業界の不公正な習慣等々を鑑

みるならば，事業費の削減も含め，公共事業

の改革は不可欠である。だが，現行の「改

革」は必ずしもそういうものではない。特定

地域あるいは経済成長を前提とした大型開発

型の事業に事業費を集中させるものに過ぎな

いという批判もみられる。これからの社会，

すなわち，高齢者人口のますますの増大と人

口減の将来社会において求められるのは，こ

れまでのような大型の開発事業ではなく，リ

フォーム型・生活福祉関連型の公共事業への

シフトである。地域経済への波及効果や雇用

創出という点でも，事業費規模の大きい公共

事業ではその効果は小さいことが指摘されて

いる。さらにいえば，公共事業イコール建設

とこだわることなく，かつて実施された緊急

地域雇用特別交付金事業のような，それぞれ

の自治体において必要な仕事が企画・実施で

きるような制度も検討に値するのではないか。

現行の「改革」の問題点などを実証的に明ら

かにしながら代案を示したい。

もっとも，以上は，中長期的な課題であり，

とりわけ今回の制度改変にともなう影響を回

避するための緊急避難的な対策（一時金減額

の凍結，公共事業での雇用創出状況の検証作

業や一定の雇用創出の義務付け，等々）の実

施の検討が早急に必要ではないか。

１ 不安定就業論の大著である加藤（1991）は，就

業が不規則・不安定であること，賃金ないし所得

がきわめて低いこと，長時間労働あるいは労働の

強度が高いこと，社会保障が劣悪であること，労

働組合などの組織が未組織であること，の五つの

指標をとりあげ，その幾つかに該当するものを

「不安定就業階層」としている。

２ 建設政策研究所（http://homepage2.nifty.

com/kenseiken/index.html）は，「災害・環境

破壊を起こさせない国土作り，快適な国民生活に

必要な社会資本の建設，建設産業界の民主化，建

設労働者の労働条件の改善と社会的地位の向上な

どの立場から，建設産業，公共事業，建設労働，

建設行政，および関連領域などに関する調査・研

究を行い，国民と労働者の生活向上に貢献するこ

とを目的として活動」しているNPO法人の研究

所である。筆者は「建政研北海道センター」の理

事長をつとめている。

３ 季節雇用をめぐる問題について総括的にまとめ

たものとして，「建政研北海道センター」（2003）

がある。

４ 「建政研北海道センター」（2002）p９。

５ この点に関わって，「建政研北海道センター」

（2003）の椎名恒「北海道における「季節労働」

「季節労働者」の意味するもの」及び佐藤陵一

「季節労働者の歴史的形成と課題」を参照。

６ 北海道開発をめぐる問題について歴史的にさか

のぼって整理された小田（1999）を参照。

７ 最近発表された「事業所・企業統計調査」の結

果（速報）でも，北海道の従業者数は，この５年

間（01～06年）で16万8,800人も減少し（減少

率は6.5％で全国の2.3％を大きく上回った），中

でも，建設産業では６万1,729人もの著しい減少

がみられた（21.6％減）という（『北海道新聞』

朝刊2007年７月26日付）。

８ 「北海道」の資料（「季節労働者の通年雇用化の

促進」）によれば，北海道の季節労働者は全国の

57％を占めている。

９ 雇用保険の被保険者には，一般被保険者，高年

齢者継続被保険者，日雇労働被保険者そして季節

労働者が属する短期雇用特例被保険者があり，季

節労働者は，失業時には，特例一時金が支給され

る。その額がこれまでは基本手当日額の50日分

であった。

10「建交労道本部」が，2006年度の技能講習に参

加した季節労働者を対象に調査票を配布し，その

場で回収を行った。調査票の主な設問としては，

回答者の年齢や職種，季節労働者の経験年数，昨

年の仕事の就労日数，労働諸条件や賃金など処遇，

家族の就労状況・収入源，今年の仕事の見通しな

どである（調査票は資料 －１を参照）。各講習
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会場での調査票の配布数は不明である。回収数は

1850部である（いずれも有効回答）。

11「建政研北海道センター」（2003）によれば，

1981年から2001年にかけて，建設業で働く男性

の季節労働者の就労日数（平均値）は，234日か

ら164日に激減している。

12 上記の就労の開始時期（月）と終了時期（月）

から就労期間を算出した。計算式は，就労終了月

マイナス終了開始月＋１ヶ月（例えば４月から

12月までのケースでは，９ヶ月）。

13 有休が「あった」という回答は３割（29.8％）

にとどまった。もっとも本調査では，取得する

「機会」があったかどうかを尋ねている。よって，

「制度」として有休があったケースは，この結果

よりも多くなると思われる。

14 ほとんどは基本日額で回答されていたが，時給

単価で回答されたケースも一部にあった（123

ケース）。本稿では，これらについても基本日額

で示した。すなわち，時給単価とあわせて回答し

てもらった時間数を時間単価に乗じたその値を，

基本日額とした（例，1,000円×９時間の場合，

9,000円）。

15 建退共等に関する回答では矛盾するような内容

も一部にみられた。例えば，建退共に加入してい

る会社で働いていながら，手帳を持っていないと

回答しているケースなどである（手帳が会社に預

けられたままになっていて，回答者がそのこと自

体を把握していない ）。そうした回答自体が，

建退共に関する実態やこの制度に関する回答者の

理解度を反映しているものと考え，そのまま取り

扱う。

16 順にみていくと，⑴まず，「手帳を持っていな

い」のが全体の３分の１超（38.3％）で，「会社

に預けたままにしている」（33.9％）か「夏場は

会社に預けて，離職時に返却」（6.3％）されてい

るのは，合計で４割にとどまる。残りは，「わか

らない」（13.7％）か，「自分で持っているが，会

社では証紙を貼ってもらっていない」（7.8％）。

⑵手帳を会社に預けているという回答者（n＝

554）に限定してみたところ，その多く（69.7％）

は証紙の貼付を「確認したことがない」。残りは，

「毎年確認している」8.1％，「何回か確認したこ

とがある」22.2％である。⑶証紙の貼付状況もよ

くない（n＝440）。最多は「わからない」（「男

性」では45.9％，「女性」では33.3％）で，「公

共の仕事の分も民間の仕事の分も証紙がすべて貼

られている」のは３割に満たない。残りは，「公

共の仕事の分だけ」18.9％，「公共の仕事のうち

一部だけ」6.6％，あるいは「全く貼られていな

い」4.8％。

17 北海道労働局による，平成18年における労働

基準法違反・労働安全衛生法等違反事件の送検状

況（平成19年２月８日発表）によれば，送検件

数は60件で，建設業が28件（46.7％）で最多で

ある。またいわゆる労災隠しは全体で10件で前

年の２件から大幅に増加している。

18 全体の公的年金受給状況は，回答者の年齢構成

を反映して，多く（83.7％）は，「まだ公的年金

を受給していない」。

19「建交労道本部」が主催した冬期技能講習を受

講した経験のある季節労働者に対して，郵送方式

で調査を行った。次頁の表のとおり，名簿が整備

しやすかった札幌圏及び旭川圏などを中心に，

6,309人に対して調査票を郵送した。なお今回の

調査では，建設業以外の業種で働いていた（講習

受講時）季節労働者は除いた。郵送の結果，８月

19日時点で，宛先・転居先不明970件，差し入

れ口閉鎖１件，死去６件，受け取り拒絶１件（合

計978件）があった。残り5,331件のうち，回収

されたのは714件だったが，そのうち「生活保護

受給中」という理由で無回答が２ケース，死亡

（遺族からの返送）が１ケースがあったので，有

効回答は711件である（さらにその後回収された

のが現時点で70部あるが，今回の分析からは除

く）。なお調査票の内容は，大きく分けると，属

性，現在の就労状況（就労している場合には就労

条件），現在の暮らしの状況，健康状態等である。

調査票は資料 －２を参照。

20 もっとも，その他の設問での回答内容をみると，

ここでいう「正社員」が，いわゆる安定雇用・通

年雇用・各種の社会保険加入等を意味しているの

かは，検討が必要である。

21 調査票では，雇用形態・就業形態等の設問で尋

ねたが，分けて示している。なお出稼ぎの種類の

内訳は，「本州への出稼ぎ」に○をつけたのが８

人，「道内遠隔地への出稼ぎ」に○をつけたのが

４人，いずれにも○はついていないものの就労日

数に関する設問で「出稼ぎ」箇所に回答を記載し

ていたのが15人である。

22『朝日新聞』朝刊2006年７月４日付では，「受

診我慢の末，死亡 国保料滞納で保険証取り上

げ」というタイトルで，同社の調べで21人が死

亡していることを報じている。この記事にも記さ

れているとおり，この21人は氷山の一角だろう。

23 北海道内の自治体の国保保険料の滞納状況をま

とめた札幌社会保障推進協議会の調べ（2006年

６月１日時点）によれば，北海道全体の滞納世帯

率は18.69％，札幌市は22.04％である。
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24「希望している」かどうか，という尋ね方はや

や適切さに欠けたかもしれない。なぜならそれは，

「意思」というより「状態」を尋ねるものであり，

むしろ，「希望する」かどうか，という尋ね方を

すべきだったかもしれない。希望の有無を尋ねた

この設問で，受給経験を尋ねた前の設問よりも，

無回答が多かったのはその影響が考えられる。

25 厚生労働省「労働者健康状況調査」。調査は５

年に１度の頻度で実施されるため，用いたデータ

はやや古い（平成14年）。

26 相対的に若い年齢層については，手厚い教育訓

練等を通じた他業種への移動という対策も視野に

入れる必要があるだろう。

27 椎名（2003a）や中山（1999，2001）などを参

照。
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資 料 一 覧

資料 自由回答（2007年度調査）

資料 単純集計及びクロス集計表

－１ 回答者全体及び男女別，男女別・年齢別，

地域別にみた調査結果一覧表

－２ 回答者の就労場所別，勤め先の規模別に

みた調査結果一覧表

－３ 職種別にみた賃金額（基本日額）

－４ 公共工事現場で働いた回答者全体及び職

種別にみた賃金額（基本日額）

（以上，「2006年度調査」結果)

－５ 回答者全体及び男女別，稼働状況別，年

表 調査実施地域別にみた，調査票の郵送及び宛先等不明で回収された数

使用名簿 郵送部数 宛先等不明数 郵送完了数

札幌圏 1998～2007年受講者 3190 661 2529

旭川圏 2001～2006年受講者 1492 83 1409

美幌町等 1977～2007年受講者 870 199 671

標茶町 1997～2007年受講者 299 4 295

厚岸町 1989年以前～2007年受講者 330 28 302

浜中町 1989年以前～2007年受講者 128 3 125

合計 6309 978 5331

注１：「美幌町等」は一部（郵送部数で15部）を除き美幌町である。
注２：時期が確定できない名簿（1989年以前）が，厚岸町では59部，浜中町では23部

あった。
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齢別（男女），生活保護受給希望別，居

住地別にみた調査結果一覧表

－６ 男女別・職種別にみた賃金額（基本日

額）

（以上，「2007年度調査」結果)

資料 調査票

－１ 「2006年度調査」調査票

－２ 「2007年度調査」調査票
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表Ⅱ－１ 回答者全体及び男女別，男女別・年齢別，地域別にみた調査結果一覧表
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表Ⅱ－２ 回答者の就労場所別，勤め先の規模別にみた調査結果一覧表
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表Ⅱ－３ 職種別にみた賃金額（基本日額）

表Ⅱ－４ 公共工事現場で働いた回答者全体及び職種別にみた賃金額（基本日額）
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表Ⅱ－５ 回答者全体及び男女別，稼働状況別，年齢別（男女），生活保護受給希望別，居住地別にみた調査結
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表Ⅱ－６ 男女別・職種別にみた賃金額（基本日額）
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